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Abstract
In this study, we examined the effects social networking service (SNS) applied in academic education on the facilitation of students’ 
positive attitude toward their university. In the targeted class, both the students and teachers were encouraged to use SNS to exchange 
information. The students’ attitudes toward their university were measured by using implicit and explicit methods at the beginning 
and at the end of the academic period.  The results revealed that participants exhibiting low SNS usage tended to have poorer atti-
tudes as evident from both implicit and explicit measures. This suggested that they formed a negative attitude by the end of the ses-
sion. On the other hand, the worsening of the pro-university attitude was not observed in participants exhibiting high SNS use. The 
psychological process underlying the positive effects of active SNS usage was discussed. 
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1.  はじめに

1.1  授業における SNS の利用

　近年日本においてインターネットの普及が急速に進ん

でおり、総務省の報告（平成 27 年度版情報通信白書 第 1
部）によると、その利用率は世代を問わず上昇している。

中でも 20 代の若者のインターネット利用率は高く、2002
年には 89.9 % だった割合が 2014 年には 99.2 % にまで上

昇している。インターネットを介して我々に提供される

サービス（ICT サービス）は、メールの送受信、ネット

ショッピングの利用、ホームページの閲覧など複数存在

する。その中でもFacebookやmixiといったソーシャルネッ

トワーキングサービス（SNS）は、特に若者達が頻繁に

利用する ICT サービスであり、20 代以下の 55.0 % が SNS
を利用しているとの報告がある（平成 27 年度版情報通信

白書 第 1 部）。

　こうした ICT サービスの浸透に同期するかのように、

学校教育に SNS を活用する取組みが盛んに行われるよう

になった。大学のような高等教育機関も、その例外では

ない。SNS が有用な学習支援ツールとしての可能性をも

つことは、大学教員の間でも認識されつつあり（Ajjan & 
Harshorne, 2008）、日本の大学においても、授業に SNS を

導入したという実践例が複数報告されている（佐藤・影戸， 
2007; 村上・岩崎， 2008）。
　SNS の授業利用に期待されている教育効果は主に、授

業時間外での学習の促進、他の受講生や教員との交流の

促進である。日記やコミュニティといった機能を有する

SNS の場合であれば、それらの機能を活用することによ

り、授業での活動の時系列的な記録が可能となる。その

ため、SNS の利用によって学習者個人が自分の活動を振

り返りやすくなるだけでなく、複数の学生や教員が授業

時間に拘束されず、比較的容易にコミュニケーションを

実現できるようになると考えられる。

　このように SNS の授業利用には大きな可能性あると言

える。実際に幾つかの研究では、SNS の教育効果の検証

が行われている。例えば、SNS を授業に導入することに

よって導入前よりも大学での学びに対する動機づけが向

上する（野寺・中村・佐藤， 2010）、導入した授業の方が

未導入の授業に比べて高い学習成果（授業で出された課

題成果物の質の向上）を得られる（佐々木・笹倉， 2010），
といった結果が報告されている。しかし、これらの研究

の様に、大学教育に SNS を導入する試みが学習者の認知・

感情といった側面に及ぼす影響を実証的に検討した例は、

まだ多くはない。

　本稿では SNS の授業利用が学生の心理面、特に大学に

対する態度の形成に影響する可能性に着目した。SNS の

授業利用が学習支援ツールとしてのみならず、所属大学

への適応を促すツールとして有効なのかを実証的に検討

する。

1.2  授業における SNS の利用は大学に対する態度の形成

に影響するのか

　一般に，大学生活に対して最も不適応を起こしやすい

のは、初年次の学生（1 年生）だと言われている。初年次

生が、高校時代からの学習環境の変化に対応できず困惑

したり、入学前に抱いていた学業イメージと実際の学業

とのズレに対してショックを受けたりする現象は、多く

の大学で観察されている（半澤， 2007）。学業面での困惑

以外にも、不本意入学、学内で良好な人間関係を築けな

い等の理由も、大学に対する「なじめなさ」や「拒絶感」

の原因として挙げられやすい。
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　SNS は元々、学習支援ツールというよりコミュニケー

ションツールとして開発されたものであるため、これを

上手く授業に取り入れることで、学内での人間関係の構

築が促されるかもしれない。SNS の授業利用が、大学に

対する適応感を増大させたり、大学に対する好印象の形

成を促したりすることも十分期待できる。しかしその一

方で、学生の中には SNS を授業で利用することに抵抗感

を示す者も少なからずいる（Jones, Blackey, Fitzgibbon, & 
Chew, 2010）。特に、自分が SNS 上に残した記録を教員が

閲覧することへの抵抗感が強い。このような SNS の授業

利用に伴う抵抗感は、教員の期待に反して、所属大学全

体に対する印象の悪化を招きかねない。

　SNS を授業に導入する試みが、所属する大学に対する

態度の形成に及ぼす影響を直接的に検証している例はな

いが、関連する研究は存在する。例えば、Park, Cha, Lim, 
& Jung（2014）は、質問紙調査の結果をもとに、日常生

活における SNS の使用が、大学生活に対する肯定的態度

の形成に影響を及ぼす可能性を示唆している。だが、こ

の研究は「授業に導入された」SNS の利用状況を調査し

た例ではない。また、SNS 上で交流している対象が大

学のメンバーであることの保証もないため、なぜ日常の

SNS の利用が大学に対する態度形成に影響したのかを説

明することは難しい。しかし、恐らく SNS を介して同じ

大学に所属する学生同士の交流が行なわれ、それが大学

生活に対する肯定的な態度の形成に寄与した、と推測す

ることは出来る。

　そこで本研究では、「授業において」SNS を利用するこ

とが、受講生達の間で所属大学に対する肯定的な態度の

形成を促す可能性を、実際に SNS を授業に導入すること

によって直接的に検証することにした。

　本研究の特徴の 1 つは、従来の多くの研究とは異なり、

大学に対する態度の測定に「潜在指標」を使用したこと

にある。通常、大学に対する態度を測定する場合、実施

の簡便さや回答者確保の容易さといった理由から、質問

紙法が使用される。しかし、態度を自己報告させるとい

う手法には、評価懸念や社会的望ましさが回答結果に及

ぼす影響を回避しにくいという難点がある。所属大学に

対する態度を尋ねる質問紙を大学機関内で実施する場合、

たとえ無記名式の質問紙であっても、調査に協力した学

生は、教員や仲間からの評価を気にした回答をする可能

性が高い。そこで本研究では、大学に対する態度につい

て質問紙上で自己報告を求める、いわゆる顕在指標のほ

かに、潜在指標による態度の測定を試みた。

1.3  Implicit Association Test（IAT）について

　潜在指標とは、自分が特定の対象に対する態度を測定

されているとは気付きにくい手法、態度を測定されてい

ると気付いていても、その気付きを回答に反映させに

くいような手法を指している。本研究では、代表的な

潜在指標のひとつであるコンピュータ版の潜在連合テス

ト（Implicit Association Test: IAT）を使用した（Greenwald, 
McGhee, & Schwartz, 1998）。

　心理学において態度は、特定の対象に対する良い悪い、

好き嫌い、賛成反対といった評価的反応を意味する。IAT
は、我々が態度対象（例 . 大学）と「良い」「悪い」といっ

た評価的な概念とを、どの程度の強さで結びつけて認識

しているかを測る手段の 1 つである。

　コンピュータ版 IAT を実施する場合の標準的手続きで

は、コンピュータ画面の上部に 4 つのカテゴリを文字で

提示し（例 . 大学・高校・良い・悪い：図 1）、画面下部

に順に提示されるターゲット（例 . だいがく）が、どのカ

テゴリに属するのかを、事前に指定されたキーを押して

答えるよう回答者に求める。ただし、カテゴリは 4 つあっ

ても、キーは 2 つしか用意されていない。

　図 1 の場合、回答者は「大学」と「良い」に関連する

語が提示された場合は同じキーを押し、「高校」と「悪い」

に関連する語が提示された場合は、別なキーを押して回

答するよう求められる。これらの判断に要した時間が記

録される。もし、回答者が「大学」と「良い」という概

念を強く結びつけているならば、図 1 の課題の回答は容

易であり、回答速度は速くなると予測できる。しかしラ

ベルを入れ替え、「大学」および「悪い」の関連語を同じキー

で回答する課題を実施する場合、この回答者は正答キー

を押すのに時間を要するはずである。IAT では、このよ

うに回答キーを共有するカテゴリの組み合わせを変えた

課題を実施して、両課題の反応時間の差を求め、これを

もってカテゴリ間の結びつきの強度を評価する（IAT の信

頼性と妥当性については Lane, Banaji, Nosek, & Greenwald 
（2007）を参照）。

2.  方法

2.1  参加者

　データ収集時期（2009 年度）に日本福祉大学の国際福

祉開発学部に所属し、「国際交流ファシリテーション演習」

を履修登録した 1 年生 44 名を対象に、参加者を募った。

その際、実験は 2 回行われること、いずれも質問紙への

回答やゲーム形式のコンピュータ課題を含む 1 回 20 分程

度の内容であること、実験への参加は任意であり授業の

成績評価とは無関係であること、参加に対して謝礼が支

払われることを伝えた。2 回の実験に参加することに同意

したのは 27 名であった。このうち 1 名は留学生であった

図 1：IAT 実施画面の例
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ため（来日して 8 ヶ月）、この学生の結果は分析から除外

した。従って、分析に使用したのは 26 名分の日本人学生

のデータである。この 26 名（男性 13 名、女性 13 名）の

平均年齢は 18.4 歳（SD = 1.1）であった。なお、本研究の

参加者全員が、高等学校を卒業後に大学に進学していた。

2.2  対象とした授業

　本研究では，授業担当教員が SNS の授業利用について

積極的である「国際交流ファシリテーション演習」（1 年

次前期開講）をデータ収集の対象とした。本演習では、

受講生全員が、英語による国際プレゼンテーション大会（8
月初旬開催）の企画運営に取り組み、グループ発表を行

うことが単位取得要件となっていた。大会には、演習の

受講生の他、国内外の他大学の学生や高校生が参加した。

そのため受講生は、グループ発表の準備や大会の企画立

案、参加校との意見調整、大会前後の交流プログラムの

企画といった作業を、担当教員や同じ学科の上級生の助

言を得つつ、全員で協力して行う必要があった。

　このように、本演習では学生および教員が緊密な連絡

体制をとる必要があったため、受講生および担当教員に

とって、SNS を活用したコミュニケーションを行うこ

とは、授業運営上、有益であると思われた。担当教員が

SNS の授業利用を既に予定していたこと、また本研究の

実施に対する担当教員からの了承が事前に得られたこと

から、本研究ではこの演習の受講生に研究への参加を依

頼した。

2.3  本研究で使用した SNS
　本研究で使用した SNS は、大学関係者のみが利用でき

る SNS として既に学内に開設されていた。在学生と教員

は特別な申請をしないでも、この SNS の利用が可能であっ

た。本研究実施時には、学生の間で学内 SNS の利用はあ

まり進んでいない状況であった。しかし、インターフェ

イスは mixi に類似しており、操作も簡単であるため、学

生の利用に支障はないと考えられた。

　SNS を授業に導入するのに先立ち、SNS 上に本演習に

関連するコミュニティが立ち上げられた。このコミュニ

ティには、科目登録を行なった全履修生のほか、担当教

員全員と演習のサポートに入る上級生（2 年生）が登録

された。トピックは、プレゼンテーション大会での役割

や発表グループごとに立てられ、資料の共有や情報交換、

グループ活動の記録が自由に行なわれた。

2.4  測定内容

2.4.1  大学に対する顕在的態度

　向大学態度尺度（野寺・中村， 2011）の項目をもとに質

問紙を作成した。質問は大学に対する好意を問う 8 項目

と（例 . この大学が好きだ；この大学の学生であることを

誇りに思う）、大学からの移籍願望を問う 3 項目（例 . で
きれば他の大学に入学したかった；この大学への入学を

決めたのは明らかに失敗だった）の計 11 項目で構成され

ていた。参加者には各項目を「ぜんぜんそう思わない（1）」

から「まったくその通りだと思う（5）」の 5 段階で評定

するよう求めた。

2.4.2  大学に対する潜在的態度

　潜在的態度の測定法として、コンピュータ版 IAT
（Greenwald et al., 1998）を用いた。一般に IAT では課題実

施中、コンピュータ画面の上部にラベルが常時提示され、

下部にターゲットとなる語彙が 1 つずつ順に提示される

（図 1）。参加者の課題は、ターゲットがいずれのラベルと

同じカテゴリに属するかを、素早く正確に判断し、適切

なキーを押して回答することである。IAT でコンピュータ

画面に提示するラベルは、「大学」「高校」「良い」「悪い」

の 4 つとした。また各ラベルに関連する語彙を 5 語ずつ

用意した。具体的には、大学に関する語彙を「だいがく」「ダ

イガク」「ユニバーシティ」「University」「日本福祉大学」、

高校に関する語彙を「こうこう」「コウコウ」「ハイスクー

ル」「High school」のほか、各参加者の出身高校名とした。

また、良いに関する語彙を「希望」「元気」「好調」「幸福」

「平和」、悪いに関する語彙を「汚染」「苦痛」「邪悪」「悲惨」

「不況」とした。

　なお、IAT で使用するカテゴリとして、卒業高校ではな

くライバル大学を使用することも検討したが、それに相

当する適切な大学がなかったため、本研究ではカテゴリ

として高校を使用した。

2.4.3  高校生活の振り返り

　参加者が卒業した高校の名称の記載および「今振り返っ

てみて、高校での生活は楽しかったですか」という質問

に「大変楽しかった（1）」から「まったく楽しくなかっ

た（5）」の 5 段階で回答するよう求めた。

2.4.4  授業の振り返り

　SNS を利用したコミュニケーションの有無（学内 SNS
を通じて、大会の他の参加者との交流を深めることが出

来た）について、「まったくあてはまらない（1）」から「非

常にあてはまる（6）」までの 6 段階での評定を求めた。

2.5  手続き

　実験は個別実験の形式で実施された。データの収集は、

学期の初期と終了後（2009 年 5 月と 10 月）の 2 回行われ

た。2 回とも同じ実験者がデータの収集にあたった。なお、

実験開始以前に実験者と参加者の間に面識はなかった。

2.5.1  測定 1 回目

　実験者は参加者に、質問紙への回答を済ませた後にコ

ンピュータを使用した課題を実施することを教示し、実

験の途中で参加をとりやめたくなった場合は実験者に申

し出るようにと伝えた。初めに「高校生活の振り返り」

を行う質問紙を実施し、その後「大学に対する顕在的態

度」を測定した。続けて、14.1 インチの液晶ディスプ

レイをもつノート型パーソナルコンピュータ（Dell 社製

Vostro1510）を用いて IAT を実施した。各ブロックの回答
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方法に関する教示文は、すべて画面上に提示された。実

験者は、実験室内の、参加者から離れた場所に待機して

おり、参加者は課題の進行について分からないことがあ

れば、実験者に適宜尋ねることができた。

　IAT 実施時の背景画面は黒色とし、文字（ラベルとター

ゲット）は白色で表示した。参加者の課題は、画面に提

示されるターゲットが画面上部に示されたラベルのうち、

いずれに属するかを判別し、キーボード上の所定のキー（L
または D）を素早く正確に押して回答することであった。

回答が正しければ次のターゲットが提示されたが、誤答

だった場合はターゲットの上に赤色のクロスマークが提

示された。誤答の場合、参加者は正しいキーを押しなお

すことによって次の試行に移ることができた。ターゲッ

ト提示からキー押しまでに要した時間（ms 単位）と回答

の正誤が記録された。

　実験手続きは、Greenwald et al. （1998）が示した手続き

に準拠しており、参加者が判別するカテゴリの種類と正

答キーの配置によって、実験試行を 7 ブロックに区分し

た（本研究のブロック編成を表 1 に示す）。第 1、第 2 ブロッ

クおよび第 5 ブロック（単一ブロック）は、各語彙がど

のカテゴリに属しどのキーで回答するかを学習するブ

ロックであった。第 3、第 4 ブロック（混合ブロック）では、

図 1 に示すように、ラベルが 4 種類提示された。図 1 の

場合であれば、参加者は「大学」または「良い」に関連

する言葉がターゲットとして提示されれば、左（D）のキー

を押す必要があった。後半のブロック（第 5 以降）では、

正答キーを入れ替えた。なお、ラベルと正答キーの組み

合わせについては、参加者間でカウンターバランスがと

られた（つまり参加者の半数には、表 1 の第 5 ～第 7 ブロッ

クを、第 2 ～第 4 ブロックとして実施した）。全ての課題

が終了した後、実験者は参加者に 2 回目の実験が行われ

る日時を伝え、謝礼（500 円の図書カード）を渡した。

2.5.2  測定 2 回目

　1 回目と同様に、質問紙実施後、コンピュータ課題に取

り組んでもらう旨を参加者に教示した。2回目の実験では、

「大学に対する顕在的態度尺度」と「演習の振り返り」に

関する質問紙への回答を求めた。続けて、1 回目と同様の

手続きで IAT を実施した。全ての課題が終わった後、実

験者はデブリーフィングを行った。第 1 回、第 2 回の測

定で収集されたデータの公表（集計結果を学会や論文等

を通じて公表する可能性があること、個人名ではなく全

参加者の結果を集約した値のみが公表されること等）に

関する同意を得た後、参加者に謝礼（500 円の図書カード）

を渡し、実験終了とした。

3.  結果

3.1  SNS による交流頻度の把握

　「演習の振り返り」に関する質問項目への回答を用いて、

実験参加者が学内 SNS を介して行なった交流頻度の多寡

を分類した。1 ～ 3（まったくあてはまらない～あまりあ

てはまらない）と回答した者を「交流低」（12 名）、4 ～ 6
（ややあてはまる～非常にあてはまる）と回答した者を「交

流高」（14 名）に分類し、この変数を「交流頻度」と名づ

けた。

　上述の交流頻度の分類が妥当であったことを確認する

ために、学内 SNS のアクセスログデータと、本項目の回

答との相関を算出した。具体的には、当該授業に関する

コミュニティに各参加者がアクセスした回数（前期授業

期間である 2009 年 4 月 1 日から 9 月末日まで）を使用し

た。結果、有意な正の相関（r  = .52, p < .01）が確認された。

アクセス数は、閲覧のみの場合を含むほか、アクセスし

ていても交流した実感を持てない場合を含むものの、上

述の方法で作成した「交流頻度」の変数の使用を妥当と

みなし、以降の分析を実施することにした。

3.2  SNS の利用が大学に対する顕在的態度に及ぼす影響

　向大学態度の下位尺度ごとに各参加者の合計点を算出

し、これをそれぞれ「大学好意」得点、「移籍意図」得点

とした。これらの得点それぞれに対して、「交流頻度」（高

/ 低）と「測定時期」（データ収集 1 回目 /2 回目）を独立

変数とする分散分析を実施した（測定時期のみ被験者内

配置）。条件別の平均値（SD）を表 2 に示す．

3.2.1  大学好意

　「測定時期」の主効果が有意であり、1 回目に比べて 2
回目で得点が下がる（大学への好意が低下する）ことが

示された（F (1,24) = 5.24, p < .05）。「交流頻度」の主効果（F 
(1,24) = 1.97）と交互作用（F (1,24) = 0.80）は非有意だった。

3.2.2  移籍意図

　「交流頻度」の主効果は非有意となったが（F (1,24) = 2.58, 
n.s.）、「測定時期」の主効果が有意であり（F (1,24) = 9.84, 

ブロック 試行数 ラベル（D キィ） ラベル（L キィ）

1 20 良い 悪い

2 20 大学 高校

3 20 大学 + 良い 高校 + 悪い

4 41 大学 + 良い 高校 + 悪い

5 20 高校 大学

6 20 高校 + 良い 高校 + 悪い

7 41 高校 + 良い 高校 + 悪い

表 1：IAT の各ブロックの試行数と実施内容

SNS 交流低 SNS 交流高

1 回目 2 回目 1 回目 2 回目

大学好意
31.58 
(5.18)

27.67 
(6.10)

32.93 
(5.00)

31.21 
(5.42)

移籍意図
6.00 

(2.29)
7.75 

(2.05)
5.50 

(1.55)
6.00 

(2.07)

表 2：交流頻度ごとの向大学態度得点の平均（SD）の変化
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p < .01）、1 回目に比べて 2 回目で得点が上昇する（移籍

したいという意図が強まる）ことが示された。ただし、「交

流頻度」×「測定時期」の交互作用効果が 10 % 水準で検

出された（F (1,24) = 3.04）。試みに、単純主効果検定を実

施したところ、交流低群においては、1 回目から 2 回目で

移籍意図が高まっていたが（p < .01）、交流高群の場合、

この傾向は確認できなかった。また、1 回目の測定時には

交流低群と高群の得点に差はなかったが、2 回目では交流

低群の得点の方が、交流高群の得点よりも高かった（p < 
.05）。

3.3  SNS の利用が大学に対する潜在的態度に及ぼす影響

　潜在的態度の強さを表す指標として、Greenwald et 
al.（2003）を参考に、IAT 量（D 値）を算出した。D 値が

正の値であれば、参加者が、出身高校よりも現在所属し

ている大学に対して肯定的態度を持っていることを意味

しており、負の値であれば、所属する大学よりも出身高

校の方に好意的であることを意味している。

　D 値を従属変数とし、「交流頻度」（高 / 低）と、「測定時期」

（データ収集 1 回目 /2 回目）を独立変数とする分散分析を

実施した（測定時期のみ被験者内配置）。条件別の平均値

（SD）を表 3 に示す。

　「交流頻度」（F (1,24) = 1.70, n.s.）、「測定時期」（F (1,24) 
= 0.66, n.s.）の主効果は検出されなかったが、交互作用が

有意だったため（F (1,24) = 7.44, p <.05）、単純主効果検定

を実施した。「交流頻度」の効果について、1 回目測定時

には交流頻度による値の違いはなかったが（F (1,24) = 0.53, 
n.s.）、2 回目測定時には、交流高群の方が交流低群に比べ

て D 値が大きく、大学に対してより肯定的な態度を形成

していることが示された（F (1,24) = 11.42, p <.01）。また、

「測定時期」の効果については、交流低群の場合 1 回目か

ら 2 回目にかけて D 値が低下しており、大学に対するイ

メージが悪化していることが分かった（F (1,24) = 5.82, p < 
.05）。交流高群では、こうした悪化の傾向は確認されなかっ

た（F (1,24) = 1.98, n.s.）。
　0 より大きな D 値は、出身高校に比べて所属大学に対

して肯定的態度を形成していることを意味する。そこで、

各 D 値と 0 との隔たりが統計的に有意であるかを確認す

るため、1 サンプル t 検定を実施した。その結果、1 回目

測定時の D 値は、交流低群（t  (11) = 0.56, n.s.）および交

流高群（t  (13) = 0.47, n.s.）共に、0 との間に有意な隔たり

はなかった。しかし 2 回目の測定では、交流低群の D 値が、

0 より有意に小さくなっていた（t  (11) = 2.68, p < .05）。こ

れは、高校よりも大学に悪いイメージを持っていること

を意味する。他方、交流高群の場合、D 値は 0 よりむし

ろ大きな値となっており（t  (13) = 1.94, p < .10）、2 回目の

測定時には所属大学に対して良いイメージが持たれてい

た。

3.4  高校生活の振り返り

　本研究で用いた IAT は、大学に対する態度を高校との

相対的関係で評価している。そのため、比較の対象となっ

た出身高校のイメージが元々悪い参加者の場合には、IAT
量が 0 に近い値や正の値をとっていたとしても、大学に

対するイメージが肯定的だとは主張しにくい（あの悪かっ

た高校と同程度、もしくは多少ましな環境だ、と評価し

ているともとれる）。そこで、本研究の参加者が高校生活

にどのくらい不満を抱いていかを確認するため、第 1 回

目の測定時に実施した質問紙のうち、「高校生活の振り返

り」の評定値を集計した（不満足であるほど高得点）。そ

の結果、参加者全体の得点は平均 1.4（SD = 0.5）であり、

高校生活に対する満足度は高かった。SNS の利用頻度ご

とにみても、交流低群（平均 1.3， SD = 0.5）と交流高群（平

均 1.4， SD = 0.5）の評定値間に有意な差はなかった（t  (24) 
= 0.48, n.s.）。

3.5  顕在的態度と潜在的態度の関係

　本研究では、大学に対する態度の測定に際し、向大学

態度尺度と IAT の 2 種類の指標を用いた。顕在的態度と

潜在的態度の相関関係に関しては議論の多いところであ

り、態度対象に応じて関係の強さが異なることが指摘さ

れている（Nosek, 2007）。そこで、第 1 回目（5 月）の測

定値について、両指標の相関を求めたところ、IAT-D 値と

「大学好意」との間には相関がなかったが（r  = –.08, n.s.）、
IAT-D 値と「移籍意図」との間には中程度の正の相関関係

が確認された（r  = .44, p < .05）．

4.  考察

4.1  授業における SNS の利用と大学に対する態度の変化

　本研究の目的は、授業に SNS を導入する試みが、大学

に対する学生の態度に及ぼす影響を検討することであっ

た。一連の分析結果から、大学に対する否定的態度の形

成を回避する手段として、SNS の授業利用が有益である

可能性が示された。

　質問紙（向大学態度）の結果をみると、「大学好意」「移

籍意図」ともに、1 回目の測定から 2 回目の測定にかけて、

大学に対する態度が否定的な内容に変化していた。野寺

･ 中村（2011）は、向大学態度が、入学当初から 2 年次に

かけて低下する傾向にあることを報告しており、本研究

結果はこの知見と一致する。だが、広く大学に対する適

応感を扱った研究は、学年（年齢）の変化と適応感の間

の共変関係を検出していない（Credé & Niehorster, 2012）。
また、本研究においても、潜在指標（IAT）を使った分析

結果では、測定時期の主効果は検出されなかった。時間

経過に伴い大学に対する態度が否定的になるという知見

が一般化できるかについては、今後の研究の蓄積が必要

SNS 交流低 SNS 交流高

1 回目 2 回目 1 回目 2 回目

0.09
(0.56)

–0.37
(0.48)

–0.07
(0.57)

0.18 
(0.34)

表 3：交流頻度ごとの IAT-D 値（SD）の変化
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である。

　IAT の分析結果では、興味深いことに SNS を使った交

流の多寡によって、形成される態度の内容に違いが生じ

ていた。すなわち、授業時に SNS をあまり活用しなかっ

た者の場合は、所属大学に対する態度が悪化したが、活

用していた者の場合は、所属大学に対する態度が悪化せ

ず、参加者達が「良好だった」と捉えている高校生活と

同程度か、それ以上の肯定的態度が形成されていた。ま

た顕在指標である質問紙のうち「移籍意図」の分析結果

を見ると、10 % 水準ではあるが交互作用効果が検出され

ており、IAT と類似した示唆が得られた。授業で SNS を

あまり活用しなかった者の場合は、移籍意図が時間経過

と共に高くなるが、SNS を授業で活用していた者ではこ

の傾向が確認できなかった。この結果は、SNS の授業利

用によって、移籍意図の高まり（今の所属大学より他大

学の方が良かったと思っている）を抑えられたことを意

味する。

　授業に SNS を導入することに対して抵抗感をもつ学

生がいること（Jones et al., 2010）を考慮すると、たとえ

SNS の導入によって、佐々木・笹倉（2010）が指摘する

ように学習成果が上がったとしても、大学に対する印象

は悪くなる可能性が考えられた。しかし、本研究の結果

を総合的に解釈すると、授業で SNS を利用した場合に

は、むしろ大学に対する肯定的態度が維持されることが

分かった。特に潜在指標においてその傾向が確認された

ということは、本研究が指摘する SNS の授業導入の効果

は、態度表明が評価懸念等の影響を受けたために得られ

たものではなかったことを示唆する。

　IAT や「移籍意図」の結果で SNS 利用の効果が現れや

すかった（「大学好意」では効果が現れなかった）理由を、

本研究の結果のみから判断することは難しい。しかし幾

つかの可能性を挙げることはできる。第一に、両指標が

いずれも、「大学好意」とは異なり、所属大学の相対的な

評価を行なっているという点が挙げられる（他大学か、

出身高校かという違いはあるものの）。今回 SNS を導入し

た演習は、国内外の他大学の学生や高校生との交流を含

むものであったため、SNS を通じて本演習に深く関わっ

た学生ほど、他大学や高校の情報を得やすく、自分の所

属している組織の良い側面に目を向けやすくなった可能

性がある。

　また第二に、たとえそうした「他校との比較」が行な

われなかったとしても、授業に導入された SNS が自分の

所属する学科の教員や学生との良好な交流の機会を生み、

その結果、「大学」に対する相対的な好印象が形成された

可能性もある。大学生活に満足し、大学に通うことに誇

りをもつ（大学好意）とまではいかなくとも、他の大学

に行きたい（移籍意図）、高校時代の方が良かった（IAT）
といった考えを否定するだけの良好で親密な交流が、同

じ大学に所属する身近な人々との間で行なえたのかもし

れない。

　いずれにせよ、これらの可能性の検証を行なうために

は、今後のさらなる研究が必要である。具体的に書くと、

第一の可能性の検証のためには、SNS 内で交わされた情

報の詳細な検討が有益である。本研究では、SNS 内のコ

ミュニティ機能やメール機能を通じて交わされた情報と

いう質的データの収集・検討は行なっていない。受講生が、

実際にどのような性質の情報を交換していたのかの検討

は、彼らが SNS 上のどのような性質の情報に目を向けや

すかったかの分析にとって、有益である。

　また第二の可能性の検証のためには、SNS ではなく「対

面での」交流機会の増減も測定する必要があるだろう。

本研究がデータ収集の対象とした授業は、プレゼンテー

ション大会の企画運営を授業内容に含んでいた。つまり、

授業時間外の作業が多いという特徴を持った授業であっ

た。そのため、SNS 上でのコミュニケーションが多かっ

た者は、授業時間外の対面でのコミュニケーション回数

も増えていた可能性がある。本研究に参加した学生達が、

SNS をきっかけに、教員や同級生、上級生との対面での

交流をより頻繁かつ円滑に行なえるようになり、大学へ

の肯定的態度を形成したと考えるのであれば、対面での

交流機会を媒介変数としたモデルの検証が今後必要とな

ろう。

4.2  本研究の限界

　最後に、本研究の限界について述べる。第一に、本研

究では比較対象となる統制群（SNS 非導入群）を設定し

ていない。1 年生向けの前期科目を対象にしていたとはい

え、受講生の中には既に大学に対して肯定的態度を持つ

者が含まれていた可能性もある。従って、SNS の使用が

大学への肯定的態度の形成を促したのか、既に肯定的態

度を有する学生が SNS を使用したのかの判別は難しい。

本研究では教育的な配慮から、「受講生の半数には SNS を

利用させない」といった操作を実施できなかったが、今

後は統制条件を設定した比較検討が望まれる。

　第二の限界は、IAT で測定された態度対象に関係する。

本研究では、刺激語として所属大学の名称を使用してい

ることから、IAT によって測定されていたのは所属大学に

対する態度だった、と解釈している。しかし、刺激語に

は「大学」や「だいがく」といった普通名詞も含まれていた。

従って、IAT が大学一般の印象を捉えていた可能性も否定

できない。今後は、画面上に提示するラベルを固有名詞

にするなどの変更を加え、特定の組織に対する態度の測

定であることをより明確にする必要があるだろう。

　第三に、知見の適用範囲を検討する必要がある。これ

まで SNS を授業に導入する試みは、主に実習や演習、研

修といった実践形式の授業で行われており、本研究が対

象としたのも演習であった。こうした授業形態は特に、

授業時間外での学習や受講者間のコミュニケーションを

必要とするため、SNS の授業利用が有効に働きやすかっ

た可能性がある。だが、大学では大規模講義や e ラーニ

ングといった講義形式も多く採用されている。こうした、

受講者間のつながりが従来あまり求められてこなかった

授業形式においても、本研究で得られた知見が適用でき

るとは限らない。従って、今後は他の授業形態を対象に、
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本研究知見を追認する必要があるだろう。
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